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かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に向けた議論の整理 

 

令和６年７月 31日 

かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会 

 

１．はじめに 

 

○ 令和５年５月に「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法

等の一部を改正する法律」（令和５年法律第 31 号）が成立・公布された。同法において、

医療法が改正され、かかりつけ医機能が発揮される制度整備を行い、令和７年４月に施行

することとされている。 

 

○ 具体的には、今後、複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズを有することが多い高齢

者の更なる増加と生産年齢人口の急減が見込まれる中、地域によって大きく異なる人口構

造の変化に対応して、「治す医療」から「治し、支える医療」を実現していくためには、

これまでの地域医療構想や地域包括ケアの取組に加え、かかりつけ医機能が発揮される制

度整備を進める必要がある。その際には、国民・患者から見て、一人ひとりが受ける医療

サービスの質の向上につながるものとする必要があることから、 

・ 国民・患者が、そのニーズに応じてかかりつけ医機能を有する医療機関を適切に選択

できるための情報提供を強化し、 

・ 地域の実情に応じて、各医療機関が機能や専門性に応じて連携しつつ、自らが担うか

かりつけ医機能の内容を強化することで、地域において必要なかかりつけ医機能を確保

するための制度整備を行うものである。 

 

○ かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に向けて、「かかりつけ医機能が発揮される

制度の施行に関する分科会」を設置し、昨年 11 月以降、８回にわたって議論を重ねてき

たところであり、今般、これまでの議論を整理し、報告書として取りまとめる。 
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かかりつけ医機能が発揮される制度の目的･枠組み

今回の法
改正による
制度整備
の枠組み

今回の法
改正による
制度整備
の目的

かかりつけ医機能が発揮される制度整備

趣旨

（１）医療機能情報提供制度の刷新（令和６年４月施行）
• かかりつけ医機能（「 身近な地域における日常的な診療、疾病の予防のための措置その他の医療の提供を行う機能」と定義）

を十分に理解した上で、自ら適切に医療機関を選択できるよう、医療機能情報提供制度による国民・患者への情報提供の充
実・強化を図る。

（２）かかりつけ医機能報告の創設（令和７年４月施行）
• 慢性疾患を有する高齢者その他の継続的に医療を必要とする者を地域で支えるために必要なかかりつけ医機能（①日常的な診

療の総合的・継続的実施、②在宅医療の提供、③介護サービス等との連携など）について、各医療機関から都道府県知事に報
告を求めることとする。

• 都道府県知事は、報告をした医療機関が、かかりつけ医機能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関する地域
の関係者との協議の場に報告するとともに、公表する。

• 都道府県知事は、外来医療に関する地域の関係者との協議の場で、必要な機能を確保する具体的方策を検討・公表する。

（３）患者に対する説明（令和７年４月施行）
• 都道府県知事による（２）の確認を受けた医療機関は、慢性疾患を有する高齢者に在宅医療を提供する場合など外来医療で説

明が特に必要な場合であって、患者が希望する場合に、かかりつけ医機能として提供する医療の内容について電磁的方法又は
書面交付により説明するよう努める。

かかりつけ医機能については、これまで医療機能情報提供制度における国民・患者への情報提供や診療報酬における評価を中
心に取り組まれてきた。一方で、医療計画等の医療提供体制に関する取組はこれまで行われていない。

今後、複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズを有することが多い高齢者の更なる増加と生産年齢人口の急減が見込まれる
中、地域によって大きく異なる人口構造の変化に対応して、「治す医療」から「治し、支える医療」を実現していくためには、
これまでの地域医療構想や地域包括ケアの取組に加え、かかりつけ医機能が発揮される制度整備を進める必要がある。

その際には、国民・患者から見て、一人ひとりが受ける医療サービスの質の向上につながるものとする必要があることから、
• 国民・患者が、そのニーズに応じてかかりつけ医機能を有する医療機関を適切に選択できるための情報提供を強化し、
• 地域の実情に応じて、各医療機関が機能や専門性に応じて連携しつつ、自らが担うかかりつけ医機能の内容を強化する

ことで、地域において必要なかかりつけ医機能を確保するための制度整備を行う。

概要
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２．かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に向けた基本的な考え方 

 

（2040 年頃までを視野に入れた今後の人口動態・医療需要等を踏まえた地域で必要とされる

主な医療機能・地域の医療提供体制のイメージ） 

○ かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に向けて、慢性疾患を有する高齢者の増加や

生産年齢人口の減少が加速していく 2040 年頃までを視野に入れて、今後の人口動態・医

療需要等を踏まえ、地域で必要とされる主な医療機能・地域の医療提供体制について、地

域での連携も含め、以下のようなイメージを念頭におきながら検討を進めてきた。 

 

Ⅰ．2040 年頃までを視野に入れた人口動態・医療需要 

○ 複数の慢性疾患、認知症、医療･介護の複合ニーズ等をかかえる高齢者が増加する一方、

医療従事者のマンパワーの制約があり、医療従事者の働き方改革を推進する中で、地域の

医療機関等や多職種が機能や専門性に応じて連携して、必要なときに必要な医療を受けら

れる体制を確保し、地域の医療需要に対応することが一層重要となるのではないか。 

 

○ 複数の慢性疾患、認知症、医療･介護の複合ニーズ等をかかえる高齢者の増加に伴い、

地域において以下のような機能を確保することが一層重要となるのではないか。 

‣ 複数の慢性疾患の継続的な管理を行う機能 

‣ 患者に体調悪化が生じた場合に、生活背景等も踏まえた全人的な診療や保健指導等を

行う機能 

‣ 必要に応じて他の専門的な医療機関に紹介し、その後、患者の状態が落ち着いた場合

は、逆紹介を受け身近な地域で継続的に医療を提供する機能 

‣ 認知症対応を行う機能 

‣ 高齢者の体調急変時に夜間･休日対応を行う機能、初期救急や二次救急等で高齢者を受

け入れる機能 

‣ 医療機関等で医療情報の共有を行い、継続的な治療や服薬管理等を行う機能 

‣ 生活の場で高齢者を支える在宅医療を行う機能 

‣ 在宅療養者の後方支援病床を確保し、入院医療機関と在宅医療を行う医療機関等が連

携し、入退院時の情報共有･支援を行う機能 

‣ 高齢者施設における入所者の高齢化も踏まえ、高齢者施設の入所者に対する日常的な

健康管理、慢性疾患の管理、体調急変時に備えた指導や体調急変時の対応など、高齢者

施設における医療を行う機能 

‣ 自宅や高齢者施設を含め、看取り・ターミナルケアを行う機能。本人の望む医療やケ

アを繰り返し話し合う ACP を行う機能 

‣ 地域包括ケアシステムの中で、主治医意見書、地域ケア会議、ケアカンファレンス、

認定審査会等の対応をはじめ、介護サービス・生活支援サービス等との連携・調整を行

う機能 

‣ 高齢者の生活を支える観点から、治療等とともに、健康相談･生活指導等を行う機能 

‣ 予防の観点から、健診･予防接種等を行う機能 など 

 

○ 高齢者が増加する中で、治し支える医療を提供するため、個々の医師の担う領域を広げ

ていけるよう、医師の教育や研修の充実が重要となるのではないか。 

 

Ⅱ．2040 年頃までを視野に入れた医療提供体制を取り巻く状況 

○ 生産年齢人口が減少する中で、医療従事者の働き方改革を進めながら、地域で必要な医

療提供体制を確保するため、以下のような取組が重要となるのではないか。 
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‣ 生産年齢人口が減少して医療需要の質･量が変化するとともに、人材確保が困難になる

と見込まれる中で、効率的に質の高い医療を提供する観点から、地域によって、一定の

症例を集積して医療の質を確保するとともに、医療機能の転換･集約化、地域の医療機

関等の連携の確保、遠隔医療やオンライン診療の活用等。その際、医療情報を共有する

基盤の整備、疾患･機能に応じたアクセス時間の考慮等が重要。 

‣ 24 時間の在宅医療や夜間･休日対応等を行うため、病院や診療所等の連携確保、複数医

師による診療所、複数診療所でのグループ診療の推進。手法の一つとして地域医療連携

推進法人制度の活用。 

‣ 地域の医師の高齢化が進む中、健診、予防接種、学校医、産業医、警察業務等の地域

保健・公衆衛生の体制の確保。 

 

○ 医療従事者の確保や医療従事者が活躍できる環境の整備、医師の地域･診療科偏在への

対応、現役世代が医療･健診･健康相談等を受けられる体制の確保、医療の高度化や持続可

能性への対応等も重要となるのではないか。 

 

Ⅲ．地域の医療提供体制のイメージ（大都市部、地方都市部、過疎地域等で異なる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に向けた基本的な考え方） 

○ 複数の慢性疾患、認知症、医療･介護の複合ニーズ等をかかえる高齢者が増加する一方、

医療従事者のマンパワーの制約があり、医療従事者の働き方改革を推進する中で、地域の

医療機関等や多職種が機能や専門性に応じて連携して、効率的に質の高い医療を提供し、

フリーアクセスのもと、必要なときに必要な医療を受けられる体制を確保することが重要

である。 

 

○ このため、かかりつけ医機能報告及び医療機能情報提供制度により、 

・ 「かかりつけ医機能を有する医療機関」及び当該医療機関のかかりつけ医機能の内容

について、国民・患者に情報提供し、明確化することによって、国民・患者のより適切

な医療機関の選択に資することが重要である。 

・ また、「かかりつけ医機能を有する医療機関」及び当該医療機関のかかりつけ医機能

の内容や今後担う意向について、地域の協議の場に報告し、地域での確保状況を確認し

て、地域で不足する機能を確保する方策（プライマリケア研修や在宅医療研修等の充実、

夜間・休日対応の調整、在宅患者の 24 時間対応の調整、後方支援病床の確保、地域の
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退院ルール等の調整、地域医療連携推進法人制度の活用等）を検討・実施することによ

って、地域医療の質の向上を図ることが重要である。 

・ その際、地域性を踏まえた「かかりつけ医機能を有する医療機関」の多様な類型（モ

デル）の提示を行い、地域で不足する機能の確保のため、各医療機関が機能や専門性に

応じて連携しつつ、自らが担うかかりつけ医機能の内容を強化するように促すことが重

要である。 

 

○ 「地域における協議の場」でのかかりつけ医機能に関する協議について、特に在宅医療

や介護連携等の協議に当たって、市町村単位や日常生活圏域単位等での協議や市町村の積

極的な関与・役割が重要である。 

 

○ かかりつけ医機能が発揮されるための基盤整備として、かかりつけ医機能の確保に向け

た医師の教育や研修を充実して、患者の生活背景等も踏まえて幅広い診療領域の全人的な

診療を行う医師の増加を促していくことが重要である。 

 

○ 地域におけるかかりつけ医機能の実装に向けて、在宅医療・介護連携推進事業による相

談支援や在宅医療研修等の取組、地域医療連携推進法人等による病院や診療所等の連携確

保、複数医師による診療所、複数診療所でのグループ診療等の推進、都道府県・市町村職

員の研修等を充実していくことが重要である。また、医療 DX による医療機関間の情報共

有基盤の整備等に取り組むことが重要である。 

 

３．制度の施行に向けて省令やガイドライン等で定める必要がある事項 

 

（１）かかりつけ医機能が発揮される制度整備の枠組み 

○ かかりつけ医機能が発揮される制度整備は、以下の枠組みで行うこととされている。 

① 医療機能情報提供制度の刷新 

・ かかりつけ医機能（「身近な地域における日常的な診療、疾病の予防のための措置

その他の医療の提供を行う機能」と定義）を十分に理解した上で、自ら適切に医療機

関を選択できるよう、医療機能情報提供制度による国民・患者への情報提供の充実・

強化を図る。 

② かかりつけ医機能報告の創設 

・ 慢性疾患を有する高齢者その他の継続的に医療を必要とする者を地域で支えるため

に必要なかかりつけ医機能（日常的な診療の総合的・継続的実施、在宅医療の提供、

介護サービス等との連携など）について、各医療機関から都道府県知事への報告を求

める。 

・ 都道府県知事は、報告をした医療機関が、かかりつけ医機能の確保に係る体制を有

することを確認し、外来医療に関する地域の関係者との協議の場に報告するとともに、

公表する。 

・ 都道府県知事は、外来医療に関する地域の関係者との協議の場で、必要な機能を確

保する具体的方策を検討・公表する。 

③ 患者等に対する説明 

・ 都道府県知事による②の確認を受けた医療機関は、慢性疾患を有する高齢者等に在

宅医療を提供する場合など外来医療で説明が特に必要な場合であって、患者や家族が

希望する場合に、かかりつけ医機能として提供する医療の内容について電磁的方法又

は書面交付により説明するよう努める。 
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（２）「かかりつけ医機能を有する医療機関」の明確化 

 

① かかりつけ医機能報告による報告・公表 

 

（報告を求めるかかりつけ医機能の内容） 

○ かかりつけ医機能報告の報告事項について、本分科会において、以下のような意見があ

った。 

・ かかりつけ医機能報告制度にできるだけ多くの医療機関に参加してもらうことが、85

歳以上の高齢者が増加する中で非常に重要。まずは研修修了者の有無を報告することと

し、経過をみて再検討することでよい。また、患者の訴える症状と医師の考える症状に

違いがあり、症状の報告は医療現場が混乱する。一次診療の診療領域ごとの対応の可能

性と疾患を報告することで問題ない。 

 ・ 一次診療に関する疾患が報告されることで、患者が医療機関を選ぶ際に役に立つ情報

となる。難しい言葉となっている疾患は、患者に分かりやすい解説が必要。また、かか

りつけ医機能に関する研修を修了しているかどうか、研修修了者の有無が分かることが

患者にもよい。 

・ 患者側と医療側の認識の差異がない診療領域の報告がよい。頻度の高い疾患として 40

疾患の報告は有益。あまり煩雑にならないよう国民･患者への見せ方を工夫する必要。 

・ 研修の項目・内容等を厚労科研で検討するので、検討時間も考えると、まずは研修修

了者の有無を報告することとし、５年後に改めて検討することが妥当。また、多くの医

療機関が参画するため、現場に混乱を来さない診療領域の報告がよい。症状よりも診療

領域を報告事項とする方が医療機関連携も進みやすい。疾患の報告は患者に分かりやす

い制度設計にすることが重要。 

・ 本来は研修修了者を要件とすべきだが、円滑な施行につながるのであれば、研修修了

者の有無を報告して、５年後に再検討でもやむを得ない。５年間で研修の質と量の充実

に取り組んでいただきたい。また、国民・患者に分かりやすく適切な医療機関の選択に

役立つ観点から、本来は症状の報告が必要だが、制度開始時点で、症状の報告は医療現

場が混乱するのであれば、最初は疾患の報告でスタートでもやむを得ない。患者の受け

止めを含めて制度の実施状況を見ながら、５年後に症状の取扱いを改めて検討すべき。 

・ 一定以上の疾患・症状に幅広く対応できる医療機関であることが示されることが、国

民・患者の選択に資する。制度開始時に症状の報告が有効に機能する環境が整っていな

いならば、40 疾患の報告は次善の策と認める。国民・患者が初期に自覚できるのは症状

であることを踏まえると、制度の定着に伴い、近い将来において、症状に関する報告を

含められるようにすべき。 

・ 改正医療法で１号機能を有する医療機関が２号機能を報告することとなっているが、

今後、この条文の建て付けのあり方や、医師の能力等に関する事項と医療機関の機能に

関する事項の整理、かかりつけ医機能に関する関連法令の規定の整備等も検討すべき。 

 

○ このような意見を踏まえ、かかりつけ医機能報告において、報告を求めるかかりつけ医

機能の具体的な機能及び報告事項は、令和７年４月の施行に当たり、以下のとおりとする。 

 

Ⅰ．１号機能「継続的な医療を要する者に対する発生頻度が高い疾患に係る診療その他の日

常的な診療を総合的かつ継続的に行う機能」 
 

＜具体的な機能＞ 

・ 継続的な医療を要する者に対する発生頻度が高い疾患に係る診療を行うとともに、継

続的な医療を要する者に対する日常的な診療において、患者の生活背景を把握し、適切
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な診療及び保健指導を行い、自己の専門性を超えて診療や指導を行えない場合には、地

域の医師、医療機関等と協力して解決策を提供する機能 

（参考）平成 25 年８月の日本医師会・四病院団体協議会合同提言「かかりつけ医は、日常
行う診療においては、患者の生活背景を把握し、適切な診療及び保健指導を行い、自己
の専門性を超えて診療や指導を行えない場合には、地域の医師、医療機関等と協力して
解決策を提供する。」 

 

＜当該機能に係る報告事項＞ 

① 「具体的な機能」を有すること及び「報告事項」について院内掲示により公表して

いること 

 

② かかりつけ医機能に関する研修※１の修了者の有無、総合診療専門医の有無（有無を

報告すれば可） 

・ 改正医療法施行後５年を目途として、研修充実の状況等を踏まえ、かかりつけ医

機能に関する研修の修了者がいること又は総合診療専門医がいることを報告するこ

とについて改めて検討する。 

※１ かかりつけ医機能に関する研修の要件を設定して、該当する研修を示す。 

 

③ 17 の診療領域※２ごとの一次診療の対応可能の有無、いずれかの診療領域について一

次診療を行うことができること（一次診療を行うことができる疾患※３も報告する） 

医療に関する患者からの相談に応じることができること（継続的な医療を要する者

への継続的な相談対応を含む） 

・ 改正医療法施行後５年を目途として、制度の施行状況等を踏まえ、一次診療・患

者相談対応に関する報告事項について改めて検討する。 

※２ 皮膚・形成外科領域、神経・脳血管領域、精神科・神経科領域、眼領域、耳鼻咽
喉領域、呼吸器領域、消化器系領域、肝・胆道・膵臓領域、循環器系領域、腎・泌
尿器系領域、産科領域、婦人科領域、乳腺領域、内分泌・代謝・栄養領域、血液・
免疫系領域、筋・骨格系及び外傷領域、小児領域 

※３ 報告できる疾患は、患者調査による推計外来患者数が多い傷病を基に検討して設
定する。 

  
（例）一次診療に関する報告できる疾患案（40疾患）

出典：厚生労働省令和２年「患者調査」全国の推計外来患者数
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000032211984&fileKind=1

【上記例の設定の考え方】
・一次診療に関する報告できる疾患は、患者調査による推計外来患者数が多い傷病を基に検討して設定する。
・推計外来患者数が1.5万人以上の傷病を抽出。該当する傷病がない診療領域は最も推計外来患者数の多い傷病を追加。ICD-10中分類を
参考に類似する傷病を統合。

・XXI 健康状態に影響を及ぼす要因及び保健サービスの利用、その他の大分類の疾患、歯科系疾患は除く。

傷病名
推計外来患
者数（千人）

主な診療領域

高血圧 590.1 9. 循環器系

腰痛症 417.5 16. 筋・骨格系及び外傷

関節症（関節リウマチ、脱臼） 299.4 16. 筋・骨格系及び外傷

かぜ・感冒 230.3 6. 呼吸器、17.小児

皮膚の疾患 221.6 1.皮膚･形成外科､17.小児

糖尿病 210 14. 内分泌・代謝・栄養

外傷 199.1
16. 筋･骨格系及び外傷、
17.小児

脂質異常症 153.4 14. 内分泌・代謝・栄養

下痢・胃腸炎 124.9 7. 消化器系

慢性腎臓病 124.5 10. 腎・泌尿器系

がん 109.2 －

喘息・COPD 105.5 6. 呼吸器、17.小児

アレルギー性鼻炎 104.8 6. 呼吸器、17.小児

うつ（気分障害、躁うつ病） 91.4 3. 精神科・神経科

骨折 86.6 16. 筋・骨格系及び外傷

結膜炎・角膜炎・涙腺炎 65 4. 眼

白内障 64.4 4. 眼

緑内障 64.2 4. 眼

骨粗しょう症 62.9 16. 筋・骨格系及び外傷

不安・ストレス（神経症） 62.5 3. 精神科・神経科

認知症 59.2 2. 神経・脳血管

脳梗塞 51 2. 神経・脳血管

傷病名
推計外来患
者数（千人）

主な診療領域

統合失調症 50 3. 精神科・神経科

中耳炎・外耳炎 45.8 5. 耳鼻咽喉、17.小児

睡眠障害 41.9 3. 精神科・神経科

不整脈 41 9. 循環器系

近視・遠視・老眼 39.1 4. 眼、17.小児

前立腺肥大症 35.3 10. 腎・泌尿器系

狭心症 32.3 9. 循環器系

正常妊娠・産じょくの管理 27.9 11. 産科

心不全 24.8 9. 循環器系

便秘 24.2 7. 消化器系

頭痛（片頭痛） 19.9 2. 神経・脳血管

末梢神経障害 17.2 2. 神経・脳血管

難聴 17.1 5. 耳鼻咽喉

頚腕症候群 17 16. 筋・骨格系及び外傷

更年期障害 16.8 12. 婦人科

慢性肝炎（肝硬変、ウイルス性肝炎） 15.3 8. 肝・胆道・膵臓

貧血 12.3 15. 血液・免疫系

乳房の疾患 10.5 13. 乳腺

※ 一次診療を行うことができるその他の疾患を報告できる記載欄を設ける。
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→ ①～③のいずれも「可」の報告の場合は「１号機能を有する医療機関」として、２

号機能の報告を行う。 

 

＜上記以外の報告事項＞ 

① 医師数、外来の看護師数、専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師数 

② かかりつけ医機能に関する研修の修了者数、総合診療専門医数 

③ 全国医療情報プラットフォームに参加・活用する体制※４の有無 
※４ オンライン資格確認を行う体制、オンライン資格確認等システムの活用により診

療情報等を診察室等で閲覧・活用できる体制、電子処方箋により処方箋を発行でき
る体制、電子カルテ情報共有サービスにより取得される診療情報等を活用する体制 

④ 全国医療情報プラットフォームの参加・活用状況、服薬の一元管理の実施状況 

 

Ⅱ．２号機能 

 

ⅰ 通常の診療時間外の診療 

＜具体的な機能＞ 

・ 通常の診療時間以外の時間に診療を行う機能 

 

＜当該機能に係る報告事項＞ 

① 自院又は連携による通常の診療時間外の診療体制の確保状況（在宅当番医制･休日夜

間急患センター等に参加、自院の連絡先を渡して随時対応、自院での一定の対応に加

えて他医療機関と連携して随時対応等）、連携して確保する場合は連携医療機関の名称 

② 自院における時間外対応加算１～４の届出状況、時間外加算、深夜加算、休日加算

の算定状況 

 

→ ①・②の報告事項のいずれかがある場合は「当該機能有り」とする。 

 

ⅱ 入退院時の支援 

＜具体的な機能＞ 

・ 在宅患者の後方支援病床を確保し、地域の退院ルールや地域連携クリティカルパス

に参加し、入退院時に情報共有・共同指導を行う機能 

 

＜当該機能に係る報告事項＞ 

① 自院又は連携による後方支援病床の確保状況、連携して確保する場合は連携医療機

関の名称 

② 自院における入院時の情報共有の診療報酬項目の算定状況 

③ 自院における地域の退院ルールや地域連携クリティカルパスへの参加状況 

④ 自院における退院時の情報共有・共同指導の診療報酬項目の算定状況 

⑤ 特定機能病院・地域医療支援病院・紹介受診重点医療機関から紹介状により紹介を

受けた外来患者数 

 

→ ①～⑤の報告事項のいずれかがある場合は「当該機能有り」とする。 

 

ⅲ 在宅医療の提供 

＜具体的な機能＞ 

・ 在宅医療を提供する機能 
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＜当該機能に係る報告事項＞ 

① 自院又は連携による在宅医療を提供する体制の確保状況（自院で日中のみ、自院で

24 時間対応、自院での一定の対応に加えて連携して 24 時間対応等）、連携して確保す

る場合は連携医療機関の名称 

② 自院における訪問診療・往診・訪問看護の診療報酬項目の算定状況 

③ 自院における訪問看護指示料の算定状況 

④ 自院における在宅看取りの実施状況 

 

→ ①～④の報告事項のいずれかがある場合は「当該機能有り」とする。 

 

ⅳ 介護サービス等と連携した医療提供 

＜具体的な機能＞ 

・ 介護サービス等の事業者と連携して医療を提供する機能 

 

＜当該機能に係る報告事項＞ 

① 介護サービス等の事業者と連携して医療を提供する体制の確保状況（主治医意見書

の作成、地域ケア会議・サービス担当者会議等への参加、介護支援専門員や相談支援

専門員と相談機会設定等） 

② 介護支援専門員や相談支援専門員への情報共有・指導の診療報酬項目の算定状況 

③ 介護保険施設等における医療の提供状況（協力医療機関となっている施設の名称） 

④ 地域の医療介護情報共有システムの参加・活用状況 

⑤ ＡＣＰの実施状況 

 

→ ①～⑤の報告事項のいずれかがある場合は「当該機能有り」とする。 

 

Ⅲ．その他の報告事項 

・ 健診、予防接種、地域活動（学校医、産業医、警察業務等）、学生・研修医・リカレ

ント教育等の教育活動 等 

・ １号機能及び２号機能の報告で「当該機能有り」と現時点でならない場合は、今後

担う意向の有無 

 

（かかりつけ医機能報告の報告を行う対象医療機関） 

○ かかりつけ医機能報告の報告を行う対象医療機関は、特定機能病院及び歯科医療機関を

除く、病院・診療所とする。 

 

○ なお、本分科会において、地域医療支援病院は地域の診療所等を支援する役割を担って

おり、自院でかかりつけ医機能を担う場合は限定されるとの意見があった。 

 

（かかりつけ医機能報告の２号機能の体制の確認） 

○ 都道府県は、２号機能で「当該機能有り」の報告をした医療機関について、「報告事項」

で体制を有することを確認する。必要な場合は担当者等の体制を確認する。 

 

（かかりつけ医機能報告に関する公表） 

○ 都道府県は、以下について公表を行う。 

・ １号機能及び２号機能について医療機関から報告された事項 

・ ２号機能の体制の確認結果 
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・ 地域の協議の場で協議を行った結果 

 

（かかりつけ医機能報告のスケジュール） 

○ かかりつけ医機能報告について、医療機能情報提供制度に基づく報告と併せて、１～３

月に報告を行うこととする。 

 

＜スケジュールのイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域性を踏まえた「かかりつけ医機能を有する医療機関」の多様な類型（モデル）の提示） 

○ 「全世代型社会保障構築会議報告書」（令和４年 12 月）において、「必要なときに迅速

に必要な医療を受けられるフリーアクセスの考え方のもとで、地域包括ケアの中で、地域

のそれぞれの医療機関が地域の実情に応じて、その機能や専門性に応じて連携しつつ、か

かりつけ医機能を発揮するよう促すべき」とされている。 

 

○ 本分科会において、地域の医療連携体制の構築に関して以下のような意見があった。 

・ 自分の医療機関だけで全ての機能を担うことは難しい。地域においていろいろな医療

機関と連携して、地域が面として役割を担えることが望まれる体制ではないか。 

・ 地域で面での連携をいかに安定して提供していくかという中で、かかりつけ医機能の

報告をいかにうまく活用していくかが大切。地域医療の中が見える化されるので、地域

で必要なニーズを話し合いながら、お互いに足りない部分の連携を取っていくというこ

と。特に地方では診療所の医師の高齢化も進んでおり、全ての機能を背負うのは非常に

難しい。自分の地域の不足しているところが見えてきて、それをいかにカバーしていく

かで、前向きな方向に向くのではないか。地域の実情に見合った連携ができるような、

かかりつけ医機能の体制づくりをしていく必要。 

・ かかりつけ医機能支援病院、かかりつけ医機能支援診療所との連携の中で、頑張って

おられる先生方の負荷をできるだけ軽くするような方向性を考えることが重要。 

・ 在宅医療における24時間対応等の体制を確保するため、医療機関間の連携とともに、

訪問看護や介護等との連携体制の構築も重要。 

 

○ また、かかりつけ医機能を有する医療機関の多様な類型が考えられる中で、かかりつけ

医機能を支援する病院・診療所が支えることにより、地域の医療機関がより積極的に安心

Ｎ＋１年度Ｎ年度
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日常的な診療 時間外診療 入退院支援 在宅医療 介護等との連携
・専門を中心に総合的･継続的

に実施
・在宅当番医制に参加 ・未対応 ・未対応 ・未対応

・専門を中心に総合的･継続的
に実施

・休日夜間急患センターに参加 ・紹介状作成 ・日中のみ実施 ・主治医意見書を作成

・専門を中心に総合的･継続的
に実施

・準夜帯の患者の問合せに電話
対応

・退院前カンファレンスに参加
等

・日中のみ実施 ・介護保険の訪問看護指示書を
作成等

・幅広い領域のプライマリ･ケ
アを実施

・時間外の患者の問合せに留守
番電話対応

・退院困難患者の入院早期から受
入相談対応等

・24時間体制で対応 ・地域ケア会議･サービス担当
者会議に参加等

○ かかりつけ医機能を支援する医療機関のコンセプト・求められる主な要素
・ 地域の医療機関がかかりつけ医機能を発揮するための包括的な支援を行い、地域で積極的にかかりつけ医機能を担う医療機関の増加に資する。
・ 複数医師が常勤、休日･夜間対応を実施、24時間体制の在宅医療を実施、困難な在宅医療にも対応、地域の在宅医療をサポート、後方支援病床を確保、

介護施設との連携、地域連携･多職種連携を日常的に実施、学生･研修医･リカレント教育等の教育活動等

してかかりつけ医機能を担うことができるようになるとの意見があった。 

 

○ かかりつけ医機能を支援する病院・診療所を含め、「かかりつけ医機能を有する医療機

関」の多様な類型（モデル）の提示を行い、地域で不足する機能の確保のため、各医療機

関が機能や専門性に応じて連携しつつ、自らが担うかかりつけ医機能の内容を強化するよ

うに促すことが重要であり、このような観点から、今後、厚生労働省で策定する「かかり

つけ医機能の確保に関するガイドライン（仮称）」において、地域性を踏まえた「かかり

つけ医機能を有する医療機関」の多様な類型（モデル）を示すこととする。 

なお、その際、かかりつけ医機能を担う医師の育成とともに、かかりつけ医機能を支援

する医療機関の医師の育成も重要である。 

 

＜「かかりつけ医機能を有する医療機関」の多様な類型（モデル）のイメージ例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② かかりつけ医機能に関する医療機能情報提供制度の見直し 

 

（かかりつけ医機能に関する情報提供項目の見直し） 

○ 国民・患者のより適切な医療機関の選択に資するよう、かかりつけ医機能報告の報告事

項のうち、国民・患者が適切に医療機関を選択できることに資する項目について、医療機

能情報提供制度の情報提供項目に位置付けることとする。 

 

○ 具体的には、かかりつけ医機能報告の報告事項について、「１号機能及び２号機能の報

告で「当該機能有り」と現時点でならない場合は、今後担う意向の有無」以外の項目は、

医療機能情報提供制度の情報提供項目に位置付ける。 

 

○ その際、医療機能情報提供制度の全国統一システムである医療情報ネット「ナビイ」に

おいて、国民・患者に分かりやすく情報提供する観点から、用語解説※を作成して、かか

りつけ医機能の内容を周知するとともに、上手な医療のかかり方の周知を行うこととする。 

※ 目次を整備して項目をクリック／タップすることで解説に遷移する、検索画面の項目横
に「？」アイコンを追加してアイコンにカーソルを重ねると解説が記載された小窓が表示さ
れるなど、簡便に用語解説を参照できる方法を工夫 

 

（医療情報ネット「ナビイ」におけるかかりつけ医機能に関連する検索機能の追加） 

○ 医療情報ネット「ナビイ」において、検索性･利便性を高めるため、トップページに

「かかりつけ医機能で探す」ボタンを追加し、当該ボタンを押すと、かかりつけ医機能に

関する検索条件設定ページに移動し、かかりつけ医機能に関連する項目を検索条件として、

医療機関の検索を行えるようにする。 
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○ また、検索の結果、各医療機関の概要情報を表示するページにおいて、かかりつけ医機

能のタブを追加して、当該ボタンを押すと、当該医療機関のかかりつけ医機能に関連する

事項をまとめて閲覧できるようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）「地域における協議の場」での協議 

 

（改正医療法の規定） 

○ 改正医療法において、都道府県は、医療関係者、医療保険者等との地域の協議の場を設

け、かかりつけ医機能の確保に関する事項について協議を行い、その結果を取りまとめ、

公表することとされている。 

 

○ また、地域における協議の場は、介護等と密接に関連するサービスに関する事項を協議

する場合には、関係する市町村の参加を求めることとされ、また、地域医療構想調整会議

を活用することができるとされている。 

※ かかりつけ医機能報告により報告された事項は、改正医療法により、都道府県が公表する
こととされている。 

 

（協議の場の圏域と参加者） 

○ 既存の外来医療に関する協議の場は、原則として二次医療圏としつつ、人口規模、患者

の受療動向、医療機関の設置状況等を勘案して二次医療圏を細分化した都道府県独自の単

位で検討を行っても差し支えないこととされている。 

※ 外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン 

 

○ 医療計画における在宅医療提供体制の構築に関する圏域は、医療資源の整備状況や介護

との連携のあり方が地域によって大きく異なることを勘案し、従来の二次医療圏にこだわ

らず、できる限り急変時の対応体制や医療と介護の連携体制の構築が図られるよう、市町

村単位や保健所圏域等の地域の医療及び介護資源等の実情に応じて弾力的に設定すること

とされている。 

※ 在宅医療の体制構築に係る指針 
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○ 本分科会においては、協議の場に関して以下の意見があった。 

・ 市町村自らが地域医療の実態を把握するとともに、市町村が主体的に地域医療への課

題解決に向けた権限や役割を持つことが重要。 

・ かかりつけ医機能に関する協議は生活圏域の自治体単位が基本で、二次医療圏単位で

話をする場合は自治体間の情報交換として有効。 

・ 都道府県は、市町村が議論に参加しやすくなる工夫や支援、小規模市町村の場合は複

数市町村単位での協議の場の設定など、協議の場の協議において市町村をサポートする

観点も重要。 

 

○ これらを踏まえ、かかりつけ医機能に関する「協議の場」の圏域は、実施主体である都

道府県が市町村と調整して決定することとし、その際、協議するテーマに応じて、時間外

診療、在宅医療、介護等との連携等は市町村単位等（小規模市町村の場合は複数市町村単

位等）で協議を行い、入退院支援等は二次医療圏単位等で協議を行い、全体を都道府県単

位で統合・調整するなど、「協議の場」を重層的に設定することを考慮することとする。 

 

○ 協議の場の参加者については、協議するテーマに応じて、都道府県、保健所、市町村、

医療関係者、介護関係者、保険者、住民・患者（障害者団体・関係団体を含む）等を参加

者として、都道府県が市町村と調整して決定することとする。その際、協議するテーマに

よって、病院・診療所関係者とともに、歯科関係者、薬局・薬剤師関係者、看護関係者等

の参加を考慮する。 

 

○ また、かかりつけ医機能に関する調整や協議のコーディネーターについて、地域医療介

護総合確保基金を活用して支援が可能であることを明確化するとともに、今後、厚生労働

省で策定する「かかりつけ医機能の確保に関するガイドライン（仮称）」において、在宅

医療・介護連携推進事業等の取組も踏まえ、コーディネーターに求められる機能を整理し

て示すこととする。 

 

○ なお、現在、新たな地域医療構想について、「新たな地域医療構想等に関する検討会」

において、2040 年頃を見据え、医療・介護の複合ニーズを抱える 85 歳以上人口の増大等

に対応できるよう、病院のみならず、かかりつけ医機能や在宅医療、医療・介護連携等を

含め、地域の医療提供体制全体の地域医療構想として検討が進められている。その中で、

協議するテーマに応じた調整会議の市町村単位等での開催、市町村や介護関係団体の参画、

介護保険や在宅医療・介護連携推進事業等の運営・実施主体である市町村の役割等につい

ても検討の論点とされている。かかりつけ医機能に関する「協議の場」や地域の協議等に

ついても、これらの検討状況を踏まえることに留意する。 

 

（協議の場における議論の進め方） 

○ かかりつけ医機能は、日常的な診療を総合的かつ継続的に行う機能、時間外診療、入退

院支援、在宅医療、介護等との連携等の幅広い機能を内包している。 

 

○ 地域での協議を進める上では、まずは、地域の関係者で、かかりつけ医機能について、

データを活用し、地域での確保状況や課題等の認識を共有して、地域で目指すべき姿につ

いて議論して共有を図った上で、当該課題に対する具体的な方策と誰が何を担うのかの役

割分担等について議論することとする。 

 

○ 地域におけるかかりつけ医機能に関する協議が実効的に行われ、地域で必要なかかりつ
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け医機能が確保されるよう、今後、厚生労働省で策定する「かかりつけ医機能の確保に関

するガイドライン（仮称）」において、地域の好事例等を踏まえ、かかりつけ医機能に関

するテーマごとの協議の進め方の具体的な例、考えられる具体的な対応方策や具体的取組

の例等を示すこととする。 

 

＜協議の進め方のイメージ＞ 

① データの活用、確保状況や課題等の認識共有 

・ かかりつけ医機能報告データ等を活用し、地域のかかりつけ医機能の確保状況や課

題等について、関係者で認識を共有する。 

② 原因の分析、地域で目指すべき姿の共有 

・ ①の確保状況や課題等について、関係者それぞれの視点から原因を分析し、その上

で、地域で目指すべき姿について議論して共有する。 

③ 具体的な方策と役割分担の決定 

・ ②の地域で目指すべき姿を踏まえ、課題に対する具体的な方策と地域における役割

分担等について議論し、結果を共有して取り組む。 

④ 効果と検証 

・ ③の結果得られた効果について、次回以降の協議の場において検証する。 

※ テーマごとに①～④をサイクルとして回す。 
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協議の場における議論の進め方のイメージ（例：時間外対応）

（１）地域の具体的な課題

（２）様々な視点から考えられる原因
（ex：医療側、介護側、住民側・・・）

（３）地域で目指すべき姿

（４）対策と役割分担（誰に誰が何をするか）

（５）対策により期待できる効果

【原因①】：在宅当番医制を組んではいるが、地域の医師全体の高齢化もあり、24時間対応が困難となっている。

【原因②】：在宅医療の意向がないわけではないが、在宅患者の急変時対応等の経験が少なく、心理的な不安から連携体制に積極的に参加できていない医
師がいる。

【対策①】：地域の医療提供者全体で、在宅患者の24時間対応を行うための連携体制について見える化し、輪番制が構築できていない地域で輪番体制の構築に
ついて検討する。
⇒役割分担：（医師会）輪番体制構築の主導、（市・在宅医）個々の在宅患者ごとの緊急時連絡先リストの整備

【対策②】：24時間対応体制を訪問看護師やヘルパー、消防等も含めた多職種連携で支える観点から、関係者間でのタイムリーな情報共有を行うためのICT導入
⇒役割分担：（県・市）情報共有ツール導入を主導

【対策③】：在宅医療の現実や課題、ノウハウ、事例等の共有による、在宅医療に参加する医師の不安感の解消
⇒役割分担：（医師会）在宅現場経験の少ない医師に対する同行研修や事例等の共有

【効果】：在宅患者が急変した場合も、家族が緊急相談することができ、身近な地域において24時間の往診や訪問看護を受けることができる。

○ 休日夜間に在宅療養中の高齢者が肺炎で発熱した場合、日常的に訪問診療を受けている医師、看護師等に連絡・相談できる体制がなく、その結果、家
族が救急車をよぶと、地域外の大病院に搬送され、寛解後の在宅復帰が遅れる、ないし、ＡＤＬの低下を招いているのではないか。

○ 在宅療養中の高齢者が急変した場合に備え、医療機関間の役割分担の明確化や輪番制について地域で話し合い、多職種間で在宅患者の情報を共有し
ながら、24時間の往診体制や緊急電話相談体制、訪問看護体制を確保する。
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（４）「かかりつけ医機能を有する医療機関」の患者等への説明 

 

（改正医療法の規定） 

○ 改正医療法において、かかりつけ医機能（２号機能）の確保に係る体制を有することに

ついて都道府県知事の確認を受けた医療機関は、慢性疾患を有する高齢者等に在宅医療を

提供する場合その他外来医療を提供するに当たって説明が特に必要な場合として厚生労働

省令で定める場合であって、患者又は家族から求めがあったときは、正当な理由がある場

合を除き、疾患名、治療計画等について適切な説明が行われるよう努めなければならない

こととされている。 

※ 説明は電磁的方法その他の厚生労働省令で定める方法により行う。 

・対象医療機関：かかりつけ医機能（２号機能）の確保に係る体制を有することについて、

都道府県知事の確認を受けた医療機関 

・対象患者：慢性疾患を有する高齢者等の継続的な医療を要する患者 

・対象となる場合：在宅医療を提供する場合その他外来医療を提供するに当たって説明が

特に必要な場合で、患者やその家族から求めがあったとき 

※ 医療機関は正当な理由がある場合は説明を拒むことができる。 

 

（説明が努力義務となる場合） 

○ 改正医療法において、説明が努力義務となる場合については、「継続的な医療を要する

者に対して居宅等において必要な医療の提供をする場合その他外来医療を提供するに当た

って説明が特に必要な場合として厚生労働省令で定める場合」であって、患者又は家族か

ら求めがあったときと規定されている。 

 

○ 患者等への説明に当たって、継続的な医療を要する者とかかりつけ医機能を有する医療

協議の場における議論の進め方のイメージ（例：入退院支援）

（１）地域の具体的な課題

（２）様々な視点から考えられる原因
（ex：医療側、介護側、住民側・・・）

（３）地域で目指すべき姿

（４）対策と役割分担（誰に誰が何をするか）

（５）対策により期待できる効果

【原因①】：地域で後方支援病床の確保ができていない。
【原因②】：地域で在宅療養中の高齢者の状態が悪化した場合の対応方法が不明確。
【原因③】：入院から退院に至るまでの情報共有の仕組みが地域にない、もしくは機能していない。

【対策①】：地域で後方支援病床を確保し、運用する。
⇒役割分担：（県）圏域ごとの一定数の後方支援病床の確保、マッチング、 （医師会）後方支援病床を確保するニーズの把握

【対策②】：入退院支援のルール作り、活用する参加者を広げていく。
⇒役割分担：（県）入退院支援の標準ルール作成とフォロー、 （市）地域性に沿った入退院支援ルール作成の場作りと支援

【効果】：後方支援病床の確保と入退院支援ルールが広がることで、地域の医療関係者がつながり、在宅患者の状態変化時に迅速に入院対応、その後の早
期在宅復帰ができることで、在宅を中心とした療養生活を継続できるようになる。

○ 在宅療養中の高齢者が状態悪化により入院を要する場合も、受け入れる後方支援病床の確保ができていないため、入院まで時間がかかり、状態が悪化
する。その結果、寛解までに時間がかかる。また、入院から退院に至るまで関係者間で十分な情報共有ができていないため、在宅復帰が遅れ、在宅療養の
継続が難しくなっているのではないか。

○ 在宅療養中の高齢者の状態が悪化した場合に、入院できる後方支援病床を地域で確保する。入院から退院に至るまでの円滑な情報共有のルール（入退
院支援ルール）を作成する。ルール作り、運用、修正を通じて、地域の関係者間の関係強化を図り、「顔の見える関係」を広げていく。
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機関との関係を確認できることが重要であり、また、継続的な医療を要する者について、

一定期間以上継続的に医療の提供が必要であると見込まれる場合は、在宅医療だけでなく、

外来医療においても、必要なときに相談できる関係をつくることが重要であると考えられ

る。このため、「厚生労働省令で定める場合」については、「自院において、継続的な医療

を要する者に対して在宅医療や外来医療を提供する場合であって、一定期間以上継続的に

医療の提供が見込まれる場合」とする。また、一定期間は概ね４か月とする。 

※ なお、説明が努力義務となるのは、この場合であって、患者又は家族から求めがあった
ときである。 

 

（説明の内容） 

○ 改正医療法において、疾患名、治療に関する計画、当該病院又は診療所の名称、住所及

び連絡先、その他厚生労働省令で定める事項について、適切な説明が行われるように努め

なければならないこととされており、「その他厚生労働省令で定める事項」について、以

下のとおりとする。 

・ 「当該患者に対して発揮するかかりつけ医機能」 

※ 当該患者に対する１号機能や２号機能、２号機能を連携して確保する場合は連携医療
機関 

・ 「病院又は診療所の管理者が患者への適切な医療の提供のために必要と判断する事項」 

※ 医療法第６条の４に基づく入院診療計画書の交付義務において、説明内容の一つとし
て、「病院又は診療所の管理者が患者への適切な医療の提供のために必要と判断する事
項」が定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（説明の努力義務が免除される正当な理由） 

○ 改正医療法において、「…当該継続的な医療を要する者又はその家族からの求めがあつ

たときは、正当な理由がある場合を除き、…次に掲げる事項の適切な説明が行われるよう

努めなければならない。」とされている。 

 

○ 患者又は家族から説明の求めがあっても、説明の努力義務が免除される場合を規定する

ものであり、「正当な理由がある場合」については、医療法第６条の４に基づく入院診療

計画書の交付義務が免除される場合の考え方も参考に、以下のとおりとする。 

・ 説明を行うことで、当該患者の適切な診療に支障を及ぼすおそれがある場合 

・ 説明を行うことで、人の生命、身体又は財産に危険を生じさせるおそれがある場合 

※ 入院診療計画書の交付義務が免除される場合 

（参考）説明内容のイメージ

「治療に関する計画」の説明内容イメージ 〔診療報酬で療養計画を説明する場合はその説明内容で代替できる〕
・現在の症状（症状、ADLの状況、体温・脈拍・排便・食事などの状況や疼痛の有無など）
・治療方針・計画・内容（スケジュール、目標、治療内容（検査・服薬・点滴・処置などの予定）など）
・その他（生活上の配慮事項など）

「当該患者に対して発揮するかかりつけ医機能」の説明内容イメージ
１号機能の内容
２号機能の内容 ※ 機能を有するもののみの説明でも可
○通常の診療時間外の診療
・ 自院又は連携による通常の診療時間外の診療体制の確保状況、連携して確保する場合は連携医療機関の名称及び連絡先

○入退院時の支援
・ 自院又は連携による後方支援病床の確保状況、連携して確保する場合は連携医療機関の名称
・ 自院における地域の退院ルールや地域連携クリティカルパスへの参加状況

○在宅医療の提供
・ 自院又は連携による在宅医療を提供する体制の確保状況、連携して確保する場合は連携医療機関の名称
・ 自院における在宅看取りの実施状況

○介護サービス等と連携した医療提供
・ 介護サービス等の事業者と連携して医療を提供する体制の確保状況
・ 介護保険施設等における医療の提供状況（協力医療機関となっている施設の名称）
・ 地域の医療介護情報共有システムの参加・活用状況
・ ＡＣＰの実施状況
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・ 患者が短期間で退院することが見込まれる場合 
・ 当該書面を交付することにより、当該患者の適切な診療に支障を及ぼすおそれがある

場合 
・ 当該書面を交付することにより、人の生命、身体又は財産に危険を生じさせるおそれ

がある場合 

 

（説明の方法） 

○ 改正医療法において、「当該継続的な医療を要する者又はその家族からの求めがあつた

ときは、正当な理由がある場合を除き、電磁的方法その他の厚生労働省令で定める方法に

より、その診療を担当する医師又は歯科医師により、当該継続的な医療を要する者又はそ

の家族に対し、次に掲げる事項の適切な説明が行われるよう努めなければならない。」と

されている。 

 

〇 「電磁的方法その他の厚生労働省令で定める方法」については、以下のとおりとする。 

・ 書面により提供する方法 

・ 電子メール等により提供する方法 

・ 磁気ディスクの交付により提供する方法 

・ 患者の同意を得て電子カルテ情報共有システムにおける患者サマリーに入力する方法 

※ 電子カルテ情報共有システムについては開発中 

 

（国民・患者等への周知） 

○ かかりつけ医機能報告制度や患者等への説明等について理解を深めるための動画や、国

民・患者や医療機関それぞれを対象としたポスター等を作成する。また、書面や電子メー

ル等による患者等への説明について、医療機関から患者に説明することも重要である。 

 

４．かかりつけ医機能が発揮されるための基盤整備、国の支援のあり方等 

 

（１）地域で必要となるかかりつけ医機能の確保に向けた医師の教育や研修の充実 

 

（基本的な考え方） 

○ 「全世代型社会保障構築会議報告書」（令和４年 12 月）において、「かかりつけ医機能

が発揮される制度整備を進めるにあたっては、医療従事者、特に医師の育成やキャリアパ

スの在り方について、大規模病院の果たす役割も含めて検討すべき」とされている。 

 

○ 本分科会において、医師の教育や研修に関して以下のような意見があった。 

・ 自分の専門の人を診ながら、他の部分も総合的に診ているかかりつけの先生も多い。

急な変革は無理なので、目標に向かって学びやすい教育環境をどう効果的・効率的につ

くっていくかが重要。専門を持ちながらかかりつけ医としてやっている先生にとって何

が学びたいか、どういう分野のどういう内容を学べば、もっと幅が出せるか、ニーズに

合わせた教材を作成していくことが効率的。 

・ 総合診療専門医をどう活用して増やしていくかも重要であり、また、今まで違う科を

やってきたけれども、プライマリ・ケア、在宅医療とか、地域医療に参画したい先生方

に対するリカレント教育も大変重要。 

・ かかりつけ医機能を担う医師向けの研修や認定制度は様々な民間団体で実施されてお

り、こうした取組を支援する等、既存の取組を活かす形で進めるべき。 

・ 研修の内容は、幅広い診療領域の疾患・症候に対応するためもの、地域連携を進める

ためのもの、24 時間対応や在宅医療等の機能を果たす上で必要なもの等を考えるべき。
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一方、個々の医師が学ぶべき内容は、地域特性や専門性等に応じて異なることから、一

律のものとするのでなく、様々な内容の研修資材等を整備した上で、個々の医師の判断

で、選択して学べるようにすべき。 

・ かかりつけ医機能を有する医療機関が OJT を通じて、かかりつけ医機能を実践する担

い手を育成する役割を果たしてくれるのではないか。かかりつけ医機能を有する医療機

関が担い手を育成していることも評価する仕組みがあってよい。 

・ 大学の医学教育において、かかりつけ医機能を担う医師を育成するためのプログラム

を組み込むことも考える必要がある。 

 

○ かかりつけ医機能の確保に向けた医師の教育や研修を充実して、患者の生活背景等も踏

まえて幅広い診療領域の全人的な診療を行う医師の増加を促していくことが重要である。

医師のリカレント教育・研修を体系化して、行政による支援を行いつつ、地域の医療機関

での実地研修も含めた研修体制を構築するなど、医療界が中心となり地域で必要となるか

かりつけ医機能の確保に向けた医師の教育や研修の充実を図る。 

その際、各学会においても、専門的な医療を担う若手医師等も将来的にキャリアパスの

中で地域でかかりつけ医機能を担うことも想定しつつ教育活動を行うことが期待される。 

 

（研修の内容等の明確化） 

○ 各団体で実施する「かかりつけ医機能に関する研修」について、知識（座学）と経験

（実地）の両面から望ましい内容等を整理し、かかりつけ医機能報告の報告対象として該

当する研修を示すこととする。 

 

○ かかりつけ医機能報告の報告対象として該当する研修の骨子について、以下のとおりと

して、詳細は厚生労働科学研究班で整理することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

  

かかりつけ医機能の確保に向けた医師の研修 骨子 
 
１．かかりつけ医機能の確保に向けた医師の教育や研修の充実に関する基本的な考え方 
○ 複数の慢性疾患、認知症、医療･介護の複合ニーズ等をかかえる高齢者が増加する中
で、治し支える医療を提供するため、かかりつけ医機能の確保に向けた医師の教育や
研修を充実して、患者の生活背景等も踏まえて幅広い診療領域の全人的な診療を行う
医師の増加を促していくことが重要。 

○ このため、リカレント教育・研修を体系化して、行政による支援を行いつつ、地域
の医療機関での実地研修も含めた研修体制を構築するなど、地域で必要となるかかり
つけ医機能の確保に向けた医師の教育や研修の充実を図る。 

 
２．かかりつけ医機能報告の報告対象として該当する研修 
○ かかりつけ医機能報告の報告対象として該当する研修について、知識（座学）と経
験（実地）の両面から望ましい内容等を整理した上で、研修の実施団体からの申出に
基づき報告対象として該当する研修を厚生労働省において示す。 

 
（１）対象者、研修修了 

○ 対象者：地域で新たに開業を検討している勤務医や、地域の診療所や中小病院等
で診療を行っている医師等を対象者とすること 

○ 研修修了：研修の実施団体において研修者が各研修の修了要件を満たしたことを
確認すること（地域の診療所等で一定期間以上の診療実績がある医師等について診
療実績を考慮することができる） 
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（学びやすい環境の整備） 

○ どの地域でも、１人医師の診療所で多忙でも、医師がかかりつけ医機能に関する研修を

選択して学びやすくなるよう、国において必要な支援を検討し、かかりつけ医機能に関す

る研修の全国共通の基盤として医師が選択して学べる「E-learning システム」の整備を進

める。 

 

（実地研修の場の整備） 

○ 地域でかかりつけ医機能を担う医師を増やしていくため、在宅医療や幅広い領域の診療

等の経験を得るための実地研修の場の整備が重要であり、かかりつけ医機能報告を通じて、

実地研修の場を提供する医療機関を確認する。 

 

○ 実地研修の場を提供する医療機関等における実地研修に要する設備整備等について、地

域医療介護総合確保基金を活用して支援が可能であることを明確化する。 

 

（実地研修受講の意向のある医師と実地研修の場を提供する医療機関等のマッチング） 

○ 地域において、かかりつけ医機能報告等を通じて、実地研修受講の意向のある医師と実

地研修の場を提供する医療機関等を把握し､実地研修のマッチングを行う｡ 

 

（２）座学研修（知識）の望ましい内容 
○ 座学研修（知識）の内容として、｢幅広い診療領域への対応に関する内容｣と｢地域
連携･多職種連携等に関する内容｣が含まれること 

○ ｢幅広い診療領域への対応に関する内容｣と｢地域連携･多職種連携等に関する内容｣
に含まれる具体的な研修項目は、厚生労働科学研究班において検討する。（研修項目
を医師が選択して学ぶことを想定） 

 
〈例〉幅広い診療領域の対応に関する内容：頻度の高い疾患・症状への対応、高齢者

の診療、医療 DX を活用した医療提供（診療情報等の共有･確認、服薬管理
等）  等 

地域連携・多職種連携等に関する内容：在宅医療の導入、初期救急の実施・協
力、多職種連携・チームビルディング、介護保険・障害福祉制度の仕組み、
障害者への合理的配慮や障害特性の理解 等 

※ 国において必要な支援を検討し、医師が選択して学べる｢E-learning システム｣の整備
を進める。 

 
（３）実地研修（経験）の望ましい内容 

○ 地域でかかりつけ医機能を確保するためには、在宅医療や幅広い診療領域の患者
の診療等の経験も重要であり、実地研修（経験）の内容として、在宅医療や幅広い
診療領域の患者の診療等が含まれること （実地研修の場としては、医師会や大学
のシミュレーションラボ等も想定される） 

○ 在宅医療や幅広い診療領域の患者の診療等に関する具体的な研修項目は、厚生労
働科学研究班において検討する。（研修項目を医師が選択して学ぶことを想定） 

※ かかりつけ医機能報告等を通じて、実地研修の場を提供する医療機関等（かかりつけ
医機能を支援する医療機関、在宅療養支援病院･診療所、地域医療支援病院等）と受講
の意向のある医師を把握し、実地研修のマッチングを行う仕組みの整備を進める。 

※ 実地研修の場を提供する医療機関等における実地研修に要する設備整備等について地
域医療介護総合確保基金を活用して支援が可能であることを明確化する。 

 
３．厚生労働科学研究班による詳細の検討 

○ かかりつけ医機能報告の報告対象として該当する研修について、厚生労働科学研究
班を設置し、具体的な研修項目、研修教材の開発等の検討を行うこととする。 
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○ こうした実地研修の場のコーディネート・マッチングする役割は、都道府県と大学が連

携し、大学の地域医療・総合診療講座等が担うことも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域におけるかかりつけ医機能の実装に向けた取組 

 

（地域におけるかかりつけ医機能の実装に向けた連携体制の構築） 

○ 24時間の在宅医療や夜間・休日対応等を行うため、患者と医師が１対１の関係性で診療

にあたるのではなく、１人の患者に対し、複数の医師が診療にあたる仕組み（グループ診

療）を構築する有用性が指摘されている。複数の医師のいる診療所の医師同士が連携する

場合や、別の診療所・病院にいる複数の医師同士が連携する場合の連携体制の構築につい

て推進する。 
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（都道府県・市町村職員への研修等） 

○ かかりつけ医機能報告や「地域における協議の場」での協議等が実効的に行われ、地域

におけるかかりつけ医機能の実装に向けた取組が進められるよう、今後、厚生労働省で策

定する「かかりつけ医機能の確保に関するガイドライン（仮称）」において、地域の好事

例等を踏まえ、かかりつけ医機能に関するテーマごとの協議の進め方の具体的な例、考え

られる具体的な対応方策や具体的取組の例等を示すとともに、多くの実務を担うこととな

る都道府県及び市町村職員やコーディネーター等に対する研修・説明会の実施や説明動画

の作成等を進めることとする。 

 

（３）医療ＤＸによる情報共有基盤の整備等 

 

（基本的な考え方） 

○ 医療 DX の取組として、健診・医療・服薬・介護等の患者情報の共有を可能とする「全

国医療情報プラットフォーム」の構築が進められている。令和６年度から、３文書（健康

診断結果報告書、診療情報提供書、退院時サマリー）、６情報（傷病名、感染症、薬剤ア

レルギー等、その他アレルギー等、検査、処方）の情報共有が開始される予定であり、服

薬の一元管理等における活用が考えられる。 

 

○ 将来的には、入退院時等に医療・介護関係者で状況が共有され、よりよいケアを効率的

に受けられる切れ目ない情報共有が想定され、検討が進められているが、具体的な実施時

期は未定である。 

 

○ 「全国医療情報プラットフォーム」により介護関連情報が共有されるには一定の期間を

要することが見込まれる中、在宅療養患者等に関して、医療機関、訪問看護ステーション、

介護サービス事業者等が円滑に連携できるよう、モバイル端末で患者の状態等をリアルタ

イムで情報共有する民間サービスが実施されている。 

 

○ 特にへき地等の医療資源の少ない地域においてかかりつけ医機能を発揮するには、対面

診療を補完するオンライン診療（D to P with N など）の実施や、専門家と連携する遠隔

コンサルテーション（D to D）などの活用が考えられる。 

 

○ 地域の医療機関等や多職種が機能や専門性に応じて連携して医療の提供を行うに当たっ

て、医療 DX による情報共有基盤の整備、対面診療を補完するオンライン診療（D to P 

with N など）の実施等を図る。 

 

（対応の方向性） 

○ 国が医療 DX の取組として整備を進めている「全国医療情報プラットフォーム」を活用

し、地域の医療機関等や多職種が機能や専門性に応じて連携しながら、地域におけるかか

りつけ医機能の確保を推進していく。 

 

○ 医療 DX を活用した医療提供に関する関係者の理解を深めるため、医師・医療機関向け

の研修も重要であると考えられ、かかりつけ医機能に関する研修において、医療 DX を活

用した医療提供に関する項目を盛り込む。 

 

○ 「全国医療情報プラットフォーム」による介護関連情報の共有が実施されるまでにおい

ても、医療機関、訪問看護ステーション、介護サービス事業者等が円滑に連携できるよう、
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活用できる民間サービス（モバイル端末で患者の状態等をリアルタイムで情報共有するサ

ービス等）の活用などの好事例の周知等に取り組む。 

 

○ 地域の実情に応じたオンライン診療・遠隔医療の実施に資する通信機器整備・連携体制

構築等を推進する。 

 

５．障害のある方に対するかかりつけ医機能 

 

（障害者団体・関係団体との意見交換・ヒアリング） 

○ 医療機能情報提供制度の全国統一システムへの移行に関して、令和５年 10 月 24 日の日

本障害フォーラム（JDF）幹事会において厚生労働省事務局が参加して意見交換を行った。 

 

○ また、障害のある方に対するかかりつけ医機能の対応について検討するため、令和６年

２月 26 日、３月１日に、厚生労働省事務局において障害者団体・関係団体からヒアリン

グを行った。 

 
【ヒアリング対象者（敬称略）】 
◎令和６年２月 26日 

庵悟 社会福祉法人 全国盲ろう者協会 
石渡和実 特定非営利活動法人 日本障害者協議会 副代表 
小倉鉄郎 一般社団法人 全日本難聴者・中途失聴者団体連合会 事務局長 
菊地通雄 社会福祉法人 日本身体障害者団体連合会 常務理事・事務局長 
佐々木桃子 一般社団法人 全国手をつなぐ育成会連合会 会長 
佐藤加奈 社会福祉法人 日本身体障害者団体連合会 事務局次長 
橋井正喜 社会福祉法人 日本視覚障害者団体連合 副会長 
増田一世 特定非営利活動法人 日本障害者協議会 常務理事 
三宅隆 社会福祉法人 日本視覚障害者団体連合 常務理事 

  
◎令和６年３月１日 

大濱眞 公益社団法人 全国脊髄損傷者連合会 代表理事 
小幡恭弘 公益社団法人 全国精神保健福祉会連合会 事務局長 
桐原尚之 全国「精神病」者集団 運営委員 
佐藤聡 特定非営利活動法人 ＤＰＩ日本会議 事務局長 
山根昭治 一般財団法人 全日本ろうあ連盟 本部事務所長 

 
【ヒアリング事項】 
○ かかりつけ医を見つける際に困っていることや希望していること 
○ 外来受診の際に困っていることや希望していること 
○ 入院となった際に困っていることや希望していること  
○ 在宅医療を受ける際に困っていることや希望していること 
○ その他 

 

○ 障害者団体・関係団体との意見交換やヒアリングにおいては、以下のような意見があっ

た。 

 

① 医療機能情報提供制度の医療情報ネット「ナビイ」の情報提供項目に関する意見 

・ 聴覚障害者・視覚障害者・車椅子利用者へのサービスは項目があるが、知的障害

者・精神障害者等の幅広い障害者への対応状況についても情報提供が必要。 

・ 多機能トイレについては、国土交通省ではバリアフリートイレの語を使用している。

用語の統一をしてはどうか。 

・ 医療機関の入口から車椅子で入れるかを情報提供してほしい。 
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・ 医療機関の写真も見られるとよい。 

・ ビルの中に医療機関がある場合は、入口とか、何階にあるかといった細かい説明が

あるとよい。 

・ 予約や相談でメールや電話リレーサービスが使えるか、手話のできる医療従事者が

いるかを情報提供してほしい。 

・ 手話対応について、相談なども含めて十分な対応がされるのか、より詳しい情報を

望む。 

・ ロービジョン外来をする医療機関の情報提供をしてほしい。 

・ 褥瘡の治療の専門医、脊髄損傷の治療の専門医がどこにいるか分かるようにしてほ

しい。 

・ つながりの強い医療機関、得意分野などの情報があれば、盛り込むことを今後の課

題として検討してほしい。 など 

 

② 医療機能情報提供制度の医療情報ネット「ナビイ」の情報提供の方法に関する意見 

・ デジタル庁の「ウェブアクセシビリティ導入ガイドブック」等を参照してほしい。 

・ 情報提供を受ける患者側がよく分かる言葉にうまく変換し、分かりやすく表現する

よう工夫してほしい。 

・ 視覚障害者はいろいろな読み上げソフトを使って利用するので、全国統一システム

は、視覚障害者によるモニター参加によるチェックなども検討してほしい。 など 

 

③ 医療機関における合理的配慮や、障害種別ごとの障害特性の理解等に関する意見 

・ 障害のある子どもは、多動、大きな声を出す、動き回る等のケースがあり、他の患

者に迷惑をかけやすい。予約制にする、個室で待機する、受診の時間を指定するなど

の配慮をしていただけるとありがたい。 

・ メールによる予約や相談ができるとよい。 

・ 問診票は、拡大文字版や点字版を用意してほしい。 

・ 入院中の一日の流れや１週間の予定表があるとよい。 

・ 入院の際は、いろんな書類にサインをしなければならないが、視覚障害者にとって

は難しいため、代読、代筆等の配慮が必要。 

・ 地域の内科医に障害特性を理解してほしい。 

・ 障害のある方の医療の特徴を、かかりつけ医にも分かってほしい。 

・ 障害理解について e ラーニングなどを作成して、常に医療に従事されている方が障

害理解を学べる仕組みを作ってほしい。 

・ 医療スタッフには、障害のある方の対応に関する手引きや研修があるとよい。 な

ど 

 

④ かかりつけ医機能報告制度に関する意見 

・ 地域の協議の場に障害関係団体の参画ということも視野に入れたガイドラインづく

りを進めてほしい。 

 

⑤ その他医療制度等に関する意見 

・ 入院の際に軽度の者も重度訪問介護サービスを使えるように検討してほしい。 

・ 精神科医療について、ゆとりを持った診療ができるよう、全体の人員配置など、制

度を抜本的に見直すことが必要。 など 

 

（改正障害者差別解消法） 
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○ 改正障害者差別解消法※が令和６年４月から施行され、事業者は合理的配慮の提供が義

務となり、また、令和６年３月に同法に基づく「医療関係事業者向けガイドライン」（厚

生労働大臣決定）が公表され、同ガイドラインにおいて、以下のように示されている。 

・ 法第５条においては、個別の場面において、個々の障害者に対して行われる合理的配

慮を的確に行うため、施設や設備のバリアフリー化、意思表示やコミュニケーションを

支援するためのサービス・介助者・支援者等の人的支援、障害者による円滑な情報の取

得・利用・発信のための情報アクセシビリティの向上等といった環境の整備を事業者の

努力義務としています。 

・ ハード面のみならず、職員に対する研修や、規程の整備等のソフト面の対応も含まれ

ることが重要です。 

※ 令和３年６月公布、令和６年４月施行。事業者による合理的配慮の提供を義務付けるとと
もに、行政機関相互間の連携の強化を図るほか、相談体制の充実や情報の収集・提供の確保
など障害を理由とする差別を解消するための支援措置を強化する措置を講ずることとされた。 

 

（対応の方向性） 

① 医療機能情報提供制度の情報提供項目の見直し 

・ 障害のある方が医療機関を探しやすくするため、障害者団体・関係団体との意見交換

やヒアリングで意見があった項目や、障害者差別解消法に基づくガイドラインで示され

ている医療機関の環境整備（施設のバリアフリー化、意思表示やコミュニケーションの

支援、情報アクセシビリティの向上、職員に対する研修等）の対応状況等について、医

療機関の報告負担にも配慮した上で、報告可能な項目を医療機能情報提供制度の情報提

供項目に位置付けることを検討する。 

※ 具体的な内容等は「医療機能情報提供制度・医療広告等に関する分科会」において検
討する。 

 

② 医療情報ネット「ナビイ」の情報提供の方法の見直し 

・ 医療機能情報提供制度の全国統一システムである医療情報ネット「ナビイ」の見直し

に当たって、デジタル庁の「ウェブアクセシビリティ導入ガイドブック」を踏まえて改

善を進める。 

・ 障害のある方が医療情報ネット「ナビイ」を利用しやすくなるよう、トップページに

利用者区分として「障害児・者、難病患者」を選択できるボタンを設定した上で、障害

児・者、難病患者向けの検索条件設定ページを作成し、障害者等で利用頻度が高い項目

を検索条件として、医療機関の検索を行えるよう、令和７年度に向けて改修を進める。 

・ また、令和６年４月より開始された医療情報ネット「ナビイ」の利用実態等を踏まえ、

引き続き改善を検討する。 

※ 具体的な内容等は「医療機能情報提供制度・医療広告等に関する分科会」において検
討する。 

 

③ 医療機関における合理的配慮や、障害種別ごとの障害特性の理解等の促進 

・ かかりつけ医機能に関する研修において、合理的配慮や障害特性の理解等に関する項

目を盛り込む。 

 

④ かかりつけ医機能報告制度 

・ 改正医療法においてかかりつけ医機能報告の対象として規定される「継続的な医療を

要する者」には、障害児・者、医療的ケア児、難病患者等であって継続的な医療を要す

る者も含まれることを念頭に置きながら制度を施行する。 

・ かかりつけ医機能に関する「地域における協議の場」の参加者について、今後、厚生
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労働省で策定する「かかりつけ医機能の確保に関するガイドライン（仮称）」に障害者

団体・関係団体も記載する。 

 

６．今後の対応 

 

（かかりつけ医機能が発揮される制度の円滑な施行） 

○ 以上のように、本分科会においては、かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に向け

て必要な事項を検討してきた。今後、厚生労働省において、令和７年４月の施行に向けて、

本とりまとめを踏まえ、関係省令・告示等の改正、かかりつけ医機能報告に係るシステム

改修等を行うとともに、かかりつけ医機能の確保に向けた医師の研修の詳細についての厚

生労働科学研究班での整理、「かかりつけ医機能の確保に関するガイドライン（仮称）」の

作成、都道府県・市町村等に対する研修・説明会の開催など、関係部局で必要な連携を行

いつつ制度の施行に必要な以下のような取組を進めることを求める。 
 

・かかりつけ医機能の確保に向けた医師の研修の詳細についての整理 

厚生労働科学研究班において、かかりつけ医機能の確保に向けた医師の研修の詳細

について整理を行う。 

・「かかりつけ医機能の確保に関するガイドライン（仮称）」の作成 

かかりつけ医機能報告や「地域における協議の場」での協議等が実効的に行われ、

地域で必要なかかりつけ医機能が確保されるよう、地域の好事例等を踏まえ、かかり

つけ医機能に関するテーマごとの協議の進め方の具体的な例、考えられる具体的な対

応方策や具体的取組の例等を示した「かかりつけ医機能の確保に関するガイドライン

（仮称）」を作成する。その際、重層的に設定する「協議の場」ごとの議題設定、参

加者それぞれの役割等を分かりやすくするよう留意する。 

・地域の協議に資するデータブックの作成 

地域の協議に資するよう、圏域ごとの人口構成、医療機関数等の基礎データ、地域

の医療機関に関するデータ等のデータブックを作成する。 

・地域の好事例集の作成 

自治体アンケート等を踏まえ、地域の好事例集を作成する。その際、かかりつけ医

機能報告の各項目とともに、かかりつけ医機能の実装に向けた連携体制の構築、医療

DX による情報共有基盤の整備等の取組を盛り込むよう工夫する。 

・都道府県・市町村等に対する研修・説明会の実施 

多くの実務を担うこととなる都道府県及び市町村職員やコーディネーター等に対す

る研修・説明会、医療機関等に対する説明会を行い、かかりつけ医機能が発揮される

制度の理解促進を図る。 

・制度の普及・推進のための動画、ポスター等の作成 

かかりつけ医機能報告制度や患者等への説明等について理解を深めるための動画や、

国民・患者や医療機関それぞれを対象としたポスター等を作成する。また、国民・患

者を対象とした「上手な医療のかかり方」の医療教育・患者教育等に取り組む。 等 

 

○ また、かかりつけ医機能の確保に関して、医療法の医療提供体制の確保に関する基本方

針、医療計画に定める事項については、第８次医療計画の中間見直しに併せて検討（令和

７年度：国で検討、令和８年度：都道府県で検討、令和９～11年度：中間見直し後の医療

計画）することとする。 

 

○ 改正医療法附則の検討規定を踏まえ、今後の施行状況等を勘案しつつ、かかりつけ医機

能の実装に向けて必要な措置について引き続き検討する。 


